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　本研究では、知的障害特別支援学級の児童生徒の実態や担任の実態、教育課程の実態な

どについて調査した研究がこれまでにどの程度行われてきたのかを分析し、これまでの調

査研究からどのような課題が指摘されたのか、今後検討する必要がある課題は何かを明ら

かにすることを目的とした。

　特別支援教育資料のデータは、学校基本調査及び特別支援教育課業務調査等を用いてお

り、文部科学省初等中等教育局特別支援教育課によりまとめられている。特別支援学級に

ついては、特別支援学級数、在籍児童生徒数、担当教員数、特別支援学級設置学校数、中

学校特別支援学級卒業後の状況が調査されている。平成 23年度の結果を見ると、特別支

援学級数は小学校が 31,507学級で、その内知的障害特別支援学級が 15,303学級、中学校

が 14,300学級でその内知的障害特別支援学級が 7,652学級、合計 45,807学級でその内知

的障害特別支援学級が 22,955学級であった。一方、特別支援学級に在籍する児童生徒数は、

小学校が 107,597人でその内知的障害特別支援学級の在籍児童数が 55,352人、中学校が

47,658人でその内知的障害特別支援学級在籍生徒数が 28,419人、合計 155,255人でその内

知的障害特別支援学級の在籍児童生徒数が 83,771人であった。学級数と在籍児童生徒に

関しては、都道府県別の数値もまとめられており、いずれも都道府県により大きく差があ

ることが分かる。また、障害種別のデータは示されていないが、特別支援学級数と在籍児

童生徒数の経年の推移も示されており、年々増加していることが分かる。

　特別支援学級設置校数及び担当教員数については、障害種別のデータは示されていない

が、設置校数は小学校が全学校数 21,721校のうち 15,611校、中学校が全学校数 10,751校

のうち 7,499校、合計全学校数 32,472校のうち 23,110校であった。担当教員数は小学校

が 33,729人でその内 11,063人が特別支援学校教諭免許状所有者、中学校が 15,519人でそ

の内 4,190人が特別支援学校教諭免許状所有者で、担当教員数は計 49,248人でそのうちの

特別支援楽興教諭免許状所有者が 15,253人であった。

　中学校特別支援学級卒業者は 14,143人で、その内進学者が 93.7％で高校等への進学が

3,730人、特別支援学校高等部が 9,521人の計 13,251人であった。また、教育訓練機関等
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入学者が 2.3％でその内専修学校が 246人、職業能力開発が 78人の計 324人であった。就

職者が 0.8％の 112人、その他が 3.2％の 456人であった。

　以上の結果をまとめると、知的障害特別支援学級数は小学校と中学校のいずれも特別支

援学級設置数の半数近くであり、知的障害特別支援学級在籍児童生徒数は特別支援学級在

籍児童生徒数の半数以上で、いずれも年々増加していること、都道府県により数値に差が

あることが分かる。また、設置校数や担当教員数は障害種別のデータはないが、全体の 7

割前後の学校に設置されていること、特別支援学校教諭免許状所有者は 3割程度にとどま

ることが明らかとなっている。中学校の卒業者についても障害種別のデータはないが、ほ

とんどが進学しており、その中でも特別支援学校高等部への進学者が多いことが分かる。

　全国特別支援学級設置学校協会が同協会に加盟する学校に対して悉皆調査を行ってい

る。学校に関する基本情報に加えて、平成 24年度は特別支援学級担当教諭の専門性向上

のための研修について、平成 23年度は交流及び共同学習について、平成 22年度は校長に

よる特別支援学級等に関する学校運営上の課題とニーズについて調査がなされた。

　学校に関する基本情報からは、特別支援学級等担当主任の教職経験は 20年以上が多く、

最も多いのは 30年であった。一方、特別支援学級等を担当した経験年数は１～ 6年が多く、

最も多いのは 2年であった。校長については、校長経験のうち設置校の校長として１校目

が半数以上で、約８割の校長が特別支援学級や通級による指導等の経験がなく、９割以上

の校長が特別支援学校教諭免許状を取得していなかった。

　特別支援学級担当教諭の９割以上が校外研修の機会があり、その回数は年１～５回が７

割以上、受講した研修内容は「障害のある児童生徒への指導方法」が最も多く 92.2％、次

いで「障害についての知識」が 69.5％、「個別の教育支援計画や個別指導計画の作成の仕

方」が 63.3％で、主催者は市区町村教育委員会が最も多く 79.0％、次いで都道府県教育委

員会が 67.0％であった。特別支援学級担当教諭の約 8割が校内研修を追受けており、校内

研修が行われていない理由で最も多いのは「特別支援学級及び通級における指導の担任だ

けで校内研究を行う時間がないから」と「校内研修は通常の学級中心で行うから」が同率

で 40.8％であった。担任にとって必要と考えられる研修内容については、最も多かったの

は「障害のある児童生徒への指導方法」で 88.6％、次いで「個別の教育支援計画や個別指

導計画の作成の仕方」が 68.9％であった。校長の約 7割に研修の機会があり、その回数は

年間で 0～ 3回で、内容について最も多かったのは「障害についての知識」で 47.1％、次
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いで「障害のある児童生徒への指導方法」で 45.5％で、主催者は市区町村教育委員会が最

も多く 46.6％、次いで都道府県教育委員会が 42.2％であった。

　交流及び共同学習については、内容は小学校では体育が最も多く、次いで音楽、中学校

は特別活動が最も多く、次いで音楽、使用している教科書は通常の学級で使用されている

検定本、実施の形態は「1人で、同じ学年の通常の学級へ交流」が多く、次いで「複数で、

同じ学年の通常の学級へ交流」が多く、週 5回以上の実施が多かった。交流及び共同学習

を行うための教職員の研修は 7割以上の学校が実施しており、年間 1～ 3回が最も多く、

また通常の学級の児童生徒に対する障害理解啓発のための指導がかなり実施されており、

課題は「通常の学級の児童生徒の障害者理解のための指導」、「人的な支援」、「通常の学級

の教職員の理解と資質向上」などが多く挙げられた。特別支援学校との学校間交流などの

交流及び共同学習については、小学校と中学校のいずれも実施している学校は全体の 3割

以下であり、実施している場合は年間 1～ 3回が 9割近くで、実施人数は 1人が多かった。

　論文データベースの Ciniiを用いて、「知的障害」、「精神薄弱」といった知的障害に関

する用語と、「特別支援学級」、「特殊学級」といった学級に関する用語を組み合わせて、

2012年 7月に検索した。検索された論文から、知的障害特別支援学級を対象として、学

級に在籍する児童生徒の実態（在籍数、知能指数など）、担当教員の実態（平均年齢、特

別支援教育（または養護学校）免許保有率など）、教育課程や指導計画について、調査し

たものを分析対象とした。

　Table1に分析対象となった論文の調査対象と対象数を示した。検索の結果、2002年ま

でに発表された 5件の調査が分析対象となった。そのうち 1件が全国を対象とし、2件が

市を対象とし、2件が県を対象とした調査であった。なお、坂本ら（2002a）は情緒障害

特殊学級についても調査対象としているため、調査結果が知的障害特殊学級と情緒障害特

殊学級が混在していた。

　Table2に各調査で学級に在籍する児童生徒の実態の調査項目とその結果を示した。「1 

学級あたりの在籍児童生徒数」、「在籍児童生徒の知的障害の状況」、「在籍者の実態把握の

方法」が共通して調査されていた。1学級あたりの在籍児童生徒数に関しては、いずれの
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Table  

 

調査でも 7名以下の少人数学級が最も多かったが、11名以上の学級もあることが示され

た調査もあった。在籍児童生徒の知的障害の状況については、調査によって異なる結果

となり、小学校では重度や中度、中学校では中度や軽度が多い結果（坂本ら，2002a）や、

未回答が多い結果（坂本ら，2002b）、IQ61～ 70が多く、知能指数では知的障害に該当し

ない児童生徒が在籍している結果（大久保・若槻，1970）があった。在籍者の実態把握の

方法については、用いられている方法や、心理検査の実施状況と実施者について調査され

ていた。実態把握の方法については、「行動観察」、「保護者からの情報」の順に最も多く

実施されていた。大久保・若槻（1970）の結果からは、小学校でも中学校でも半数以上の

学校で心理検査が実施されているが、個別知能検査の実施は外部の専門家に任せられてい

ることが示された。

　Table3に担当教員の実態についての調査項目とその結果を、Table4に担当教員の考えや

悩みについての調査項目とその結果を示した。担当教員の実態では「教員の年齢」、「担当

教員の特殊教育経験年数」、「研修について」が、担当教員の考えや悩みについては「担任

となった動機」、「いつまで続けるつもりなのか」、「悩み」が共通して調査されていた。教

員の年齢はいずれの調査においても、40代が最も多い結果となった。また、担当教員の

特殊教育経験年数はいずれの調査においても、5年未満が最も多い結果となった。研修に

ついては、ほとんどの教員が何らかの研修に年間平均で約 1回は参加している結果や、「補

欠授業がうまくいかない」や「思うように参加できない」など、参加に困難がある結果が

少なからず示された調査もあった。担任となった動機は、「校長命令」や「校長・教頭に

すすめられて」が最も多かった。「いつまで続けるつもりなのか」については、特殊学級

担任の継続を希望する回答が多かった一方で、やめたいと答える回答もあったことが示さ
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Table3  

 

 

れた。「悩み」については、周囲の理解不足や多様な在籍児童生徒への指導困難が共通し

て挙げられていた。

　Table5に教育課程や指導形態についての調査項目とその結果を、Table6に指導計画等に

ついての調査項目とその結果を示した。教育課程や指導形態では「教育課程の実態」、「教

育課程編成時の重点」、「教育課程に編成を求めるもの」、「指導形態」について調査がされ

ていた。教育課程の実態については調査によって違いがあり、特殊教育の学習指導要領に
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Table6  

 

準拠しているものが最も多い結果、小中学校の学習指導要領にのみ準拠しているものが最

も多い結果などがあった。教育課程編成時の重点については、いずれの調査結果でも子ど

もの実態に重点を置いている学校が最も多かった。指導形態については、領域・教科を合

わせた指導の状況に関して、小学校では生活単元学習が、中学校では作業学習が最も実施

されている結果や、小学校では生活中心で、中学校では教科と作業で指導されている結果

が示された。

　指導計画等では、「指導計画立案状況」、「指導計画立案時に支援を求めるもの」、「個別

の指導計画の作成状況」、「個別の指導計画の書式」について調査されていた。指導計画立

案状況では、小学校と中学校のいずれにおいても週案を立案している学校が最も多い結果

が示された。指導計画立案時に支援を求めるものについては、小学校では特になしが最も
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多く、中学校では同校内の特学担任や教務主任が多い結果となった。個別の指導計画の作

成状況については、小学校と中学校のいずれにおいても作成している学校が多かったが、

作成していない学校があることも指摘された。

　論文データベース Ciniiによる検索では、分析対象となった研究は 5件に留まり、特に

特別支援教育が始まった後に知的障害特別支援学級の実態調査した研究はなく、全国の知

的障害特別支援学級の実態を調査した研究は 1件のみであった。特殊教育から特別支援教

育への変遷などの影響から、知的障害特別支援学級の実態が変わっていると考えられる。

また、地域の人口などの特徴や、特別支援教育の体制整備状況の違いを受けて、知的障害

特別支援学級の実態も変わる可能性がある。これらのことから、全国における知的障害特

別支援学級の現状の実態を調査することは急務といえる。

　学級に在籍する児童生徒の実態については、1学級あたり 7人以下が多い一方で、10人

を超える学級が存在することも、各調査に共通した結果となった。また、在籍する児童生

徒の知的障害の程度も幅広いことも共通しており、重度、最重度とされる児童生徒から、

知的障害に該当しない IQの児童生徒が在籍する場合まであった。以上のように、学級に

在籍する児童生徒は人数や知的障害の程度が非常に多岐に渡ることが、これまでの調査で

共通していた。児童生徒の実態により、行える教育の内容や方法が変わってくることが考

えられる。そのため、知的障害特別支援学級の指導について検討するには、児童生徒の実

態がどの程度多様なのかを調べる必要がある。

　教員の実態については、知的障害特別支援学級を担当する教員の特別支援教育の経験年

数は 5年未満が最も多いことや、平均約 5年の経験者が最も多いことなどが示されていた。

また、特別支援学校教員免許状を取得している教員はいずれの調査においても半数も満た

ないことも示された。研修については、ほとんどの教員が何らかの研修を年間平均で約 1

回を受けていたという結果があった一方で、約 40％の教員が研修に思うように参加でき

ないと悩んでいるという結果もあった。この結果が、近年になり特別支援学級担当教員も

研修に参加しやすくなったのか、地域により参加しやすさに差があるのか、教員が十分に

研修に参加しているとは思えていないのか、その要因はわからないが、経験年数や教員免

許状の取得が十分とはいえない特別支援学級担当教員にとって、専門性を確保するために

研修が充実することは重要といえる。
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　都道府県および指定都市それぞれの教育委員会のホームページから、特別支援学級担当

教員を対象としたハンドブックを探し、その中に域内の特別支援学級の実態に関する情報

があるかどうかを調べた。

　検索の結果、山梨県教育委員会が作成した「子どもたちが輝くために特別支援学級担任

通級指導教室担当者ハンドブック」において、平成 20年 5月 1日の山梨県内における、

特別支援学級設置学校数等の基本情報に加えて、特別支援学級の障害種別担任数、特別

支援学級等通算経験年数、特別支援学校勤務経験、特別支援学校教員免許の保有率が調

査されていた。障害種別担任数に関して、知的障害特別支援学級の担任が最も多く全体の

55.6％であったこと、特別支援学級等担当者の通算経験数に関して、経験年数 2年未満の

担当者が全体の 49.6％であったこと、特別支援学校の勤務経験が「ある」の回答は 13.2％

であったこと、特別支援学校教員免許の保有率は 21.8％であったことなどが示された。

　研究所が発行した専門研究の報告者を調べて、知的障害特別支援学級が調査対象に含ま

れている研究を抽出した。

　２件の研究が該当した。

　１件は「自閉症スペクトラム障害のある児童生徒に対する効果的な指導内容・指導方法

に関する実際的研究―小・中学校における特別支援学級を中心に―」において、全国に

設置されている知的障害特別支援学級の約 10％にあたる 20,467学級（小学校が 13,736学

級、中学校が 6,731学級）に対して、主に学級の実態と在籍児童生徒の実態に関する調査

である、「全国特別支援学級実態調査」が行われた。有効回答は 1,250校（回収率約 52％）

であった。その結果、学級の実態に関する調査から、小学校と中学校のいずれも 1学級の

み設置されている学校が全体の 8割近くであったこと、小学校における 1学級の平均在籍

数は約 4.4人で中学校においては 4.5人であったこと、自閉症がある児童生徒が在籍して

いる学校は小学校は 66.7％で中学校は 54.7％であったこと、校内の全知的障害特別支援学
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級における自閉症がある児童生徒の在籍率に関しては、在籍率 0％が最も多く小学校では

全体の 33.3％で中学校では 45.3％、次いで小学校では 50％以上 60％未満が最も多く全体

の 14.6％で中学校は 20％以上 30％未満が最も多く全体の 14.5％であったこと、学習支援

員数に関して小学校では全体の 56.9％、中学校では 63.3％が配置していないこと、若干で

はあるが自閉症が在籍している学校において学習支援員が多く配置されていることが示さ

れた。また、領域・教科を合わせた指導の実施状況に関して、小学校の 90.4％と中学校の

81.3％において実施されており、時数に関しては日常生活の指導においては、小学校が 1

時間以上 2時間未満と 5時間以上が最も多く、中学校では 5時間以上が最も多く、生活単

元学習では小・中学校ともに 2時間以上 3時間未満が最も多く、作業学習においては小学

校は中学校と比較して実施している学校が極めて少なく、中学校は 2時間以上 3時間未満

が最も多く、遊びの指導は小学校は 1時間以上 2時間未満が最も多く、中学校では 1時間

以上 2時間未満実施している学校が 3校あった。領域・教科を合わせた指導を実施してい

ない理由については、「教科別の指導を重視したい」という回答が最も多く、小学校では

59，5％で中学校では 66.1％であった。領域・教科を合わせた指導を実施する際の課題に

関しては、最も多かったのは「指導の個別化が難しいから」であり小学校では 29.4％で中

学校では 36.6％であった。教育課程編成上の課題に関して、最も多かったものは「在籍児

童生徒の知的障害の状態の違いへの対応」で小学校では 20.2％で中学校では 21.2％であっ

た。学級経営に関して、小学校と中学校のいずれも 90％以上が個別の指導計画を作成し

ており、個別の教育支援計画については小学校の 47.9％と中学校の 46.8％が作成していた。

自閉症がある児童生徒が在籍していることに伴う学級経営における課題に関しては、「問

題となる行動への対応」が最も多く、小学校では 24.5％で中学校では 22.3％であった。在

籍している児童生徒の知的発達の程度については、「軽度」が最も多く小学校では全在籍

児童生徒のうち 47.5％で、中学校では 58.8％であった。適応行動の困難性の状態について

は、「一部支援が必要」が小学校では全在籍児童生徒のうち 54.0％で、中学校では 49.1％

であった。療育手帳の有無に関しては、小学校では「無し」が多く 49.4％、中学校では「有

り」が多く 55.0％であった。知的障害以外に併せ有する障害については、「知的障害のみ」

が最も多く小学校では 48.9％で、中学校では 60.8％であり、次いで「自閉症または自閉的

傾向」が小学校では 31.5％で、中学校では 22.2％であった。各教科で選択している教科書

について、小学校も中学校も当該学年の教科書の使用が全体的に最も高かった。交流及び

共同学習については、音楽、図画工作・美術、保健体育、特別活動等において多く行われ
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ており、それらでは「当該学年の目標や内容を取り入れている」の回答が多かった。自閉

症の児童生徒に対する指導内容に関しては、「こだわりに関する指導」が最も多く小学校

では 76.3％、中学校では 71.3％であった。

　もう１件は『「交流及び共同学習」に関する調査研究』において、特殊学級における交

流及び共同学習に関して調査がされており、その結果が障害種別にまとめられている。知

的障害特殊学級は小学校が 56件、中学校では 55件に対して調査がされ、回収数は小学校

が 51件で中学校が 48件であった。交流及び共同学習の実施状況は、小学校と中学校のい

ずれもほとんどの学校で実施されていた。目的やねらいについては、「集団生活で社会性

を培う」が最も多く、成果については「校内でのつながりや人間関係を形成することがで

きた」が最も多く、課題については小学校では「特殊学級担任の付き添いの問題」が、中

学校では「交流先の学級の担任や児童生徒の意識や理解について」が最も多かった。

（神山努・涌井恵・菊地一文・尾崎祐三・工藤傑史）
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